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交通網・都市基盤整備調査特別委員会報告資料 

令和３年４月２１日 

件 名 中川堤防嵩上工事に伴う路線バスの一時休止について 

所管部課名 都市建設部交通対策課 

内 容 

令和３年度の中川堤防嵩上工事に伴い、土手上の道路が車両通行止めと

なるため、現在、土手上道路で路線バスを運行している事業者より、工事

期間中は、路線バスを一時休止する予定であるとの情報提供があったので

報告する。 

１ 中川堤防嵩上工事の概要 

（１）施 行 者 国土交通省（江戸川河川事務所）

（２）工事内容 中川堤防の嵩上げ工事

（３）工事時期 令和３年度（予定）（入札予定時期５月）

（４）工事区間 大谷田二丁目１２番先～飯塚橋付近

２ 一時休止するバス路線 

（１）事 業 者 東武バスセントラル株式会社

（２）休止期間 ６か月程度（予定）

※ 工事による車両通行止め期間中

（３）一時休止するバス路線（別紙１参照 Ｐ３）

系統 運行経路 便数 利用客数（平均） 

綾 34 
綾瀬駅→大谷田

一丁目 

平日 8本／日 
平日 8人／本 

土休日 6本／日 

綾 35 大谷田→綾瀬駅 
平日 8本／日 

平日 10人／本 
土休日 5本／日 

（４）一時休止理由

・ 工事箇所周辺は道路が狭く、大谷田地区への運行を継続する

場合は、ルート変更が必要となるため。

・ 隣接する葛西用水沿いからは、亀有駅行きのバスが運行して

いるため。（別紙２参照 Ｐ４）

問 題 点 

今後の方針 

バス運行事業者に対して、路線バスの一時休止と休止期間中の亀有行き

便利用の案内について、利用者へ事前周知を丁寧に行うよう要請していく。 
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凡例 

   バス停留所（大谷田地区） 

 

一時休止するバス路線 

凡例 系統（運行経路） 便数 

 綾瀬３４ 

（綾瀬駅→大谷田一丁目） 

平日  ８本／日 

土休日 ６本／日 

 綾瀬３５ 

（大谷田→綾瀬駅） 

平日  ８本／日 

土休日 ５本／日 

別紙１ 
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時刻表「大谷田一丁目（亀有駅行き）」 
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交通網・都市基盤整備調査特別委員会報告資料

令和３年４月２１日 

件 名 危険なバス停の抽出状況と谷在家バス停の廃止について 

所管部課名 都市建設部交通対策課 道路整備室工事課 

内 容 

国土交通省が令和元年度より進めてきた、危険なバス停の調査において、

安全対策の必要優先度の高いＡランクとして抽出されていた「谷在家」バ

ス停について、バスを運行する東武バスセントラル株式会社より当該バス

停の廃止について連絡があったので、以下のとおり報告する。 

１ 経緯等 

平成３０年８月に横浜市で、停車中のバスの後ろから道路横断をしよ

うとした小学生の女児が、対向車にはねられ死亡した事故を受け、国土

交通省が全国のバス停を調査し、安全対策の必要なバス停について、優

先度の高い順に危険度をＡ～Ｃの３ランクに分類し、今般公表を行った。 

また、危険なバス停としてリストにあがった各バス停については、現

在、バス事業者と運輸支局が主体となって、交通管理者や道路管理者の

協力を得ながら、安全対策の検討が進められている。 

２ 危険なバス停の抽出状況について 

（１）ランク分け要件について

別紙１参照 Ｐ７

（２）区内の危険なバス停の状況について（別紙２、３参照 Ｐ８～９）

・ Ａランク １か所 

・ Ｂランク ５か所 合計 ２１か所 

・ Ｃランク １５か所

３ 「谷在家」バス停の廃止について 

区内において、Ａランクであった「谷在家」バス停（西新井駅行）に

ついては、横断歩道付近に停留所が設置されており、近傍への移設も困

難であることから、交通事故を未然に防ぐため、令和３年４月１日より

廃止する旨の報告を運行事業者より受けた（鹿浜方面行きバス停につい

ては、運用を継続）。 
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（１）廃止理由（運行事業者へのヒアリング）

ア 近傍にバス停移設の適地がない。

イ 日暮里・舎人ライナーの西新井大師西駅や谷在家駅が近いため、

当該バス停利用者は少ない（一日平均６～７人）。

ウ 約２００ｍ南側の西新井大師西駅前に、別系統の西新井駅行バス

停があり、当該バス停から２分程度で移動可能であるので、そちら

を利用願いたい。

エ 現状では、当該バス停の抜本的な安全対策を、講じることが出来

ないため廃止とさせていただく。

（２）交通対策課による現地確認

ア バス停利用状況確認

３月２３日（火）谷在家バス停調査（始発からの４便）

時 刻 6時 08分 6時 41分 7時 11分 7時 51分 

利用者 1人 0人 1人 0人 

イ 現地の状況写真

問 題 点 

今後の方針 

今後の、危険なバス停の安全対策の検討及び、対策の実施に当たっては、

関係機関と協力して、公共交通の安全利用の確保が図られるよう取り組ん

でいく。 

※横断歩道にバスの車体が乗ってしまう状態

（写真中の箱型はバスの停車イメージ）
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危険なバス停のランク分け要件 

 Ａランク  

●過去３年以内に停車したバスが要因となる人身事故が発生したバス停留所 

●バスがバス停留所に停車した際に横断歩道にその車体がかかるバス停留所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Ｂランク  

●Ａランク以外で、バスがバス停留所に停車した際に横断歩道の前後５ｍの範囲

にその車体がかかるバス停留所 

●Ａランク以外で、バスがバス停留所に停車した際に交差点にその車体がかかる

バス停留所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Ｃランク  

●Ａ又はＢランク以外で、バスがバス停留所に停車した際に交差点の前後５ｍの

範囲にその車体がかかるバス停留所 

●Ａ又はＢランク以外で、地域住民等の意見や各都道府県の実情に応じて抽出し 

たバス停留所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5ｍ 5ｍ 

別紙１ 
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区内のＡ～Ｃランク「危険なバス停」調査状況一覧表  （令和3年1月29日国土交通省公表資料より）

No. ランク 事業者名 系統 バス停名称 所在地 備考

1 Ａ 東武バスセントラル㈱ 西07 谷在家（上） 谷在家2-18-4 ⇒4/1より廃止

2 Ｂ 国際興業㈱ 赤23 第三団地入口（西新井駅方面） 西新井3-3

3 Ｂ 国際興業㈱ 赤23 足立工業高校南（西新井駅方面）西新井4-4

4 Ｂ 東武バスセントラル㈱
五28,

北11,12 四ツ家町（下） 中央本町2-16-16

5 Ｂ 東武バスセントラル㈱ 西07 足立工業高校南（上） 西新井4-4

6 Ｂ 東武バスセントラル㈱ 綾20,22,24 足立車検場（竹の塚駅方面） 南花畑5-12

7 Ｃ ㈱新日本観光自動車 は8号 小台一丁目 小台1-6

8 Ｃ ㈱新日本観光自動車 は11号 江北区民事務所入口 江北3-28

9 Ｃ 国際興業㈱ 赤23 鹿浜十字路（西新井駅方面） 鹿浜7-18

10 Ｃ 国際興業㈱ 赤23 西新井三丁目（西新井駅方面） 西新井3-2

11 Ｃ 国際興業㈱ 赤23 足立工業高校南（赤羽） 西新井5-40

12 Ｃ 東武バスセントラル㈱ 綾31,33,34,35 綾瀬三丁目（上） 綾瀬3-20

13 Ｃ 東武バスセントラル㈱ 竹14,５１,52 島根二丁目（下） 島根4-23-20

14 Ｃ 東武バスセントラル㈱
綾23,37

有28 東和二丁目（下） 東和2-24

15 Ｃ 東武バスセントラル㈱ 綾23,37 東和四丁目（上） 東和4-7

16 Ｃ 東武バスセントラル㈱ 西07 西新井三丁目（上） 西新井3-2-1

17 Ｃ 東武バスセントラル㈱ 西07 足立工業高校南（下） 西新井5-40

18 Ｃ 東武バスセントラル㈱
竹17,

綾20,22,24 東保木間（竹の塚駅方面） 東保木間2-28

19 Ｃ 東武バスセントラル㈱
綾20,22,24

は7号 都営住宅（竹の塚駅方面） 一ツ家2-19

20 Ｃ 東武バスセントラル㈱
竹17,綾24

六17,18,19
北11,五28,は7号

南花畑一丁目（下） 南花畑2-12-11

21 Ｃ 東武バスセントラル㈱
綾20,22,24

は7号 都営住宅（綾瀬駅方面） 六町2-1

別紙２
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別紙３ 「危険なバス停」箇所図 
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交通網・都市基盤整備調査特別委員会報告資料 

令和３年４月２１日 

件   名 令和２年度足立区総合交通計画推進会議（書面開催）の開催結果について 

所管部課名 都市建設部交通対策課 

内   容 

足立区総合交通計画の進行管理を行う「足立区総合交通計画推進会議」

の開催について、新型コロナウイルス感染症拡大防止の為、書面会議にて

開催したので、以下のとおり報告する。 

 

１ 開催日時 

  令和３年２月１８日（木） 

 

２ 開催方法 

  書面開催（各委員への郵送） 

 

３ 構成委員（別紙１参照 Ｐ１１） 

（１）学識経験者 

（２）国及び都の職員 

（３）鉄道事業者が指名する者 

（４）バス事業者が指名する者 

（５）タクシー事業者が指名する者 

（６）警察等交通管理者が指名する者 

（７）道路管理者が指名する者 

（８）区議会議員 

（９）住民又は利用者 

（１０）区職員 

 

４ 主な意見及び回答 

  別紙２のとおり（別紙２参照 Ｐ１２～２０） 

 

 

 

 

問 題 点 

今後の方針 
今後も進行管理を行い、着実に計画を進めていく。 
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足立区総合交通計画推進会議名簿
区分 団体名

1 学識経験者(会長) 東京理科大学教授

2 国土交通省関東運輸局東京運輸支局

3 東京都都市整備局都市基盤部

4 東日本旅客鉄道株式会社

5 首都圏新都市鉄道株式会社

6 東京地下鉄株式会社

7 東武鉄道株式会社

8 京成電鉄株式会社

9 東京都交通局電車部

10 東京都交通局自動車部

11 国際興業株式会社

12 東武バスセントラル株式会社

13 京成バス株式会社

14 日立自動車交通株式会社

15 朝日自動車株式会社

16 株式会社新日本観光自動車

17 タクシー事業者 一般社団法人東京ハイヤー・タクシー協会

18 警視庁 交通部

19 警視庁千住警察署

20 警視庁西新井警察署

21 警視庁竹の塚警察署

22 警視庁綾瀬警察署

23 国土交通省関東地方整備局東京国道事務所

24 東京都建設局第六建設事務所

25 足立区議会議員

26 足立区議会議員

27 足立区議会議員

28 足立区議会議員

29 足立区議会議員

30 足立区障害者団体連合会

31 足立区友愛クラブ連合会

32 足立区地域保健福祉推進協議会子ども支援専門部会

33 足立区まちづくり推進委員会

34 政策経営部長

35 福祉部長

36 環境部長

37 都市建設部長

38 道路整備室長

住民又は利用者

区職員

行政機関

鉄道事業者

バス事業者

警察等交通管理者

道路管理者

区議会議員

別紙１
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令和２年度足立区総合交通計画推進会議（書面開催）での主な意見 

 

（１）実施事業の進捗状況(令和元年度)について  

No. 寄せられた意見の概要 区の考え方 

１）混雑緩和対策（日暮里・舎人ライナー、つくばエクスプレス）に関すること 

１ 

 

つくばエクスプレスに関して、東京都の

時差Ｂｉｚキャンペーンへ参加することに

より、都内の鉄道事業者が一体となったキ

ャンペーンを展開している。そのため、当

社単独でのキャンペーンは行っていないも

のの、オフピーク通勤を促進するキャンペ

ーンは実施している。新型コロナウイルス

感染症の影響と、当社の混雑緩和対策の取

組により、現在は相当程度混雑は緩和され

ている一方、旅客収入が激減し、経営状況

が厳しい状況にある。こうした情勢変化を

計画に反映する必要があると考える。少な

くとも、キャンペーン実施について柔軟な

解釈を可能とする取扱いを要望する。 

（鉄道事業者） 

単独で行うキャンペーンだけではなく、

鉄道事業者が一体となって行うキャンペー

ンも事業の実績として含めていくことを今

後検討してまいります。 

また、新型コロナウイルスの感染拡大に

よる鉄道の利用者減少などの社会情勢の変

化を鑑み、キャンペーンについて様々な視

点で評価していきたいと考えております。 

 

２）踏切解消（竹ノ塚駅、北千住駅）に関すること 

２ 鉄道関係においての「踏切解消」につい

ては、「北千住の立体交差化」は、多年の

課題であり、ひたすらの念願であるので、

難題を克服し実現に向けての検討を引き続

きお願いする。 

（住民または利用者） 

鉄道と道路の立体交差化については、引

き続き検討してまいります。 

 

３）ホームドア設置等バリアフリー化に関すること 

３ 

 

東武スカイツリーラインではホームドア

設置の予定はいつか。 

（住民または利用者） 

北千住駅の３階ホームについては、令和

３年３月にホームドアを設置いたしました。

その他については区としても今後、鉄道事

業者による設置が進むよう協議してまいり

ます。 

  

別紙２ 
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No. 寄せられた意見の概要 区の考え方 

４）拠点間バス路線等の維持・強化、交通不便地域のバス路線導入に関すること 

４ 「拠点間バス路線等の維持・強化」と「交

通不便地域のバス路線導入」の事業施策つ

いて、事業同士が両方良しとなるよう工夫

ができるように事業指標が位置付けられ、

評価、見直しできるようにして頂きたい。

（区議会議員） 

現在、花畑地域で進めている「交通不便

地域のバス路線導入」検討については、既

存のバスルートをできるだけ通過しないよ

うルートを検討しております。また、今後

の交通不便を解消するバス路線等の導入検

討に際しては、拠点間バス路線の新設など

変化の状況も十分勘案しながら、検討を進

めていくとともに、評価にあたっては各事

業間の連携を考慮の上、進めてまいります。 

 

５）バス停の利用環境整備に関すること 

５ Ａ－２－④「はるかぜ」のバス停Ｒ１から

３か年で点字７５箇所の目標のところ実績

は１７箇所と１年平均（単純計算すると）

の２５箇所には達成していないことにはな

らないのか。 

（区議会議員） 

点字ブロックについては、１年で２５箇

所設置するのではなく、３年で７５箇所設

置を目標としております。元年度は１７箇

所という実績となりましたが、３年で７５

箇所設置という目標達成に向け、引き続き

進めてまいります。 

 

６）ユニバーサルデザインタクシーの導入に関すること 

６ ユニバーサルデザインのタクシーの台数

は目標達成であるが、これからも増車して

いく予定か。 

（住民または利用者） 

ユニバーサルデザインタクシーについて

は、台数を達成した元年度以降も継続導入

に向けてタクシー事業者と調整してまいり

ます。 

７ タクシーのバリアフリー化はかなり進行

していると感じるので、さらなるバリアフ

リー化を期待したい。 

（住民または利用者） 

引き続き、更なるユニバーサルデザイン

タクシーの導入に向けてタクシー事業者と

調整してまいります。 

 

７）自転車駐車場の整備に関すること 

８ 

 

Ｂ－②自転車駐車場の整備は、補助制度

が活用に至らなかった原因をどのように分

析しているか。 

（区議会議員） 

自転車駐車場の整備については、特に設

置需要が高い地域ほど整備に適した用地の

不足が背景にあり、制度の活用に至らなか

ったものと分析しております。 

９ 自転車駐車場の整備については、使い易

い補助制度にして頂き、実施をしていって

頂きたい。 

（区議会議員） 

補助制度の条件を見直すなど、事業を検

討される方にとって、利用しやすい制度と

なるよう検討してまいります。 
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No. 寄せられた意見の概要 区の考え方 

８）自転車シェアリングの拡充に関すること 

10 

 

自転車シェアリングの拡充について、人

気が高い。返却場所の予約を入れようとし

ても、予約がいっぱいとなり、なかなか予

約も取りづらくなっている。こういう人気

を支える施策となってほしい。 

（区議会議員） 

今後も、シェアサイクルの利便性を高め

られるよう、ポートの拡充等おこなってま

いります。 

11 

 

自転車のシェアリングの拡充を期待す

る。 

（住民または利用者） 

シェアサイクルの利便性を高められるよ

うポートの拡充等を行ってまいります。 

 

９）放置自転車対策に関すること 

12 「自転車施策」においての「放置自転車

対策」については、この程、足立区の治安

改善が大きく進み、自転車盗防止の面で

も、その改善が図られたことは大変喜ばし

い事である。自転車の施錠周知等放置自転

車対策の一層の促進をお願いする。 

（住民または利用者） 

令和元年度においては、新たに 4カ所の

自転車無料引き取り場所を追加したことや

自転車の施錠の周知など、積極的に放置自

転車対策を取り組んでまいりました。今後

も、放置自転車の更なる削減に向けて、継

続して取り組んでまいります。 

 

１０）交通安全教育に関すること 

13 

 

交通安全教育について大人向けの交通安

全講話、ポスター等、多くの実施を希望す

る（子供を乗せての安全な乗り方を指導し

てほしい）。 

（住民または利用者） 

子育てサロンでの交通安全講話や保育園

等での交通安全教室の際に保護者の方に参

加していただき、大人の方に対しても安全

な自転車の乗り方等について周知・啓発し

ていきます。また、ＳＮＳによる交通安全

の各種情報発信や自転車教室の動画配信な

どを活用し、積極的に交通安全教育に取り

組んでまいります。 

 

１１）バス利用者へのサービス向上に関すること 

14 

 

ＩＣカード定期券、乗り継ぎ割引導入と

もに、未導入の事業者すべて導入検討を行

ったとの理解でよいか。 

（区議会議員） 

ＩＣカード定期券、乗り継ぎ割引導入と

もに、未導入の事業者はすべて導入検討し

ております。 
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（２）その他の意見

No. 寄せられた意見の概要 区の考え方 

15 今後、２０５０年ゼロエミッションを目

指す我が国の方針に対して、足立区で貢献

すべき交通セクターでの方向の討論が必要

になると思う。 

（学識経験者） 

足立区は令和３年３月に２０５０年まで

に二酸化炭素排出実質ゼロを目指す取り組

みとして、足立区二酸化炭素排出実質ゼロ

宣言を行いました。今後、公共交通の部門

における役割等についても、区役所内環境

部と連携して検討してまいります。 

16 計画書の「事業番号Ｄ－③バス位置情報

の提供」の備考に、導入事業者の記載があ

るが、当社（朝日自動車）も２０１９年１

２月にバスロケーションシステムを導入し

たので、追記をお願いしたい。 

（バス事業者） 

 追加の実績については、次回の足立区総

合交通計画推進会議にてご報告いたしま

す。 

17 花畑地域の検証運行が始まるがバスネッ

トワークの強化を考えるのも大切だが、区

としての「公共交通」の定義を考察する時

期に来ていると考える。 

（区議会議員） 

今後は、区としても変化のスピードの速

い社会情勢や、交通を取り巻く環境の変化

などを注視しながら、区民生活にとってど

のような交通手段を公共交通の役割として

確保していくべきか、計画への反映も視野

に入れて検討を行い、各事業を進めてまい

ります。 
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【足立区総合交通計画】令和元年度の事業指標の実施状況に関する総括表 

1 事業全体の実施状況 

 

■施策別の実施状況は以下のとおり 

 

 

２ 達成できなかった事業の課題と今後の対応（案） 

 

○, 23項目

△, 4項目
×, 1項目

Ａ.『公共交通施策』（11事業28項目）

・鉄道：20項目中15項目

・バス：6項目中6項目

・タクシー：2項目中2項目

・鉄道：20項目中1項目

・鉄道：20項目中4項目

【実施結果】

・11事業28項目のうち、「○（達成）」は23項目で

82％であった。

・鉄道に関する項目は20項目中15項目の達成であった。

・バス、タクシーに関する８項目はすべて達成であった。

○, 8項目

△, 2項目

×, 1項目

Ｂ.『自転車施策』（6事業11項目）

・交通安全教育

（4項目中2項目）

・自転車走行環境整備（2項目）

・自転車駐車場の整備（2項目中1項目）

・サイクルアンドバスライドの普及啓発

（１項目）

・自転車シェアリングの拡充（１項目）

・放置自転車対策（１項目）

・交通安全教育（4項目中2項目）

・自転車駐車場の整備

（2項目中1項目）

【実施結果】

・6事業11項目のうち、「○（達成）」は8項目で73％

であった。

・「△（一部達成）」は交通安全教育事業の2項目であ

り、「×（未実施）」は自転車駐車場の整備事業の１

項目であった。

○, 6項目

Ｃ.『交通基盤整備施策』（2事業6項目）

・都市計画道路等の整備（4項目）

・駅前広場の整備（２項目）

・モビリティ・マネジメントの実施（１項目）

・バス利用者へのサービス向上（２項目）

・バス位置情報の提供（２項目）

Ｄ.『公共交通利用促進施策』

（3事業5項目）

【実施結果】

・3事業５項目すべてで達成となった。

・モビリティ・マネジメントの実施（１項目）

・バス利用者へのサービス向上（２項目）

・バス位置情報の提供（２項目）

【実施結果】

・2事業6項目すべてで達成となった。

 

○（達成） △（一部達成） ×（未実施）

42項目 6項目 2項目

令和元年度に事業指標が位置づけられて
いる取り組み項目の数
（全22事業50項目）

 

達成状況 実施事業 課題 今後の対応（案）

×（未実施）

A-1-③　⑥混雑緩和対策
（つくばエクスプレス）

オフピーク通勤を促進するキャンペー
ンについて情報発信

オフピーク通勤を促進するキャン
ペーンは行われなかったため、情報
発信は行わなかった。しかし、新型
コロナウイルス感染拡大の影響によ
り実質的にオフピーク通勤が達成さ
れた。

今後、キャンペーンが行われ
た際には、オフピーク通勤に
ついてＨＰ等で情報発信を
行っていく。

×（未実施）

B-②　自転車駐車場の整備

「足立区民営自転車等駐車場設置補助
金」制度を活用した民営自転車駐車場
の新設

「足立区民営自転車等駐車場設置補
助金」制度に対する問合せはあった
が活用には至らなかった。

補助対象地域の拡大などを検
討していく。

△（一部達成）

A-1-①　鉄道新線の整備促進
（メトロセブン）

実現に向けた地域機運の醸成を図るた
め、イベント等でのＰＲ活動を実施

令和元年度に４回予定していたイベ
ントのうち、Ａフェスタは台風の接
近、梅まつりは新型コロナウイルス
感染拡大のため、それぞれ開催中止
となった。

新型コロナウイルスの状況を
見つつ、実施を検討してい
く。

△（一部達成）

A-1-②　②鉄道の延伸促進
（地下鉄８号線、常磐新線）

地下鉄８号線沿線自治体と協調して取
組を行うため、他自治体の促進会議で
情報共有・交換を実施

「地下鉄八号線建設促進並びに誘致
期成同盟会」および「関係市区町村
との会議」については、新型コロナ
ウイルス感染拡大の影響により開催
中止となった。

新型コロナウイルスの状況を
見つつ、実施を検討してい
く。

△（一部達成）

A-1-②　④鉄道の延伸促進
（地下鉄８号線）

実現に向けた地域機運の醸成を図るた
め、イベント等でのＰＲ活動を実施

令和元年度に４回予定していたイベ
ントのうち、Ａフェスタは台風の接
近、梅まつりは新型コロナウイルス
感染拡大のため、それぞれ開催中止
となった。

新型コロナウイルスの状況を
見つつ、実施を検討してい
く。

△（一部達成）

A-1-③　③混雑緩和対策
（つくばエクスプレス）

ボックスシートをロングシートに改修
（未実施７編成分）

未実施７編成について、令和元年度
までに４編成の改修を完了。（車両
の物損事故に伴い改修スケジュール
を修正）

鉄道事業者と区との連携強化
を図り改修を進めていく。

△（一部達成）

B-⑥　①交通安全教育

幼稚園・保育園で正しい道路の歩き方
等を学んでもらうため、交通安全教室
を実施

希望のあった場合にのみ交通安全教
室等を実施としたため、指標の達成
には至らなかった。

さらなる周知と働きかけによ
り取組みを拡げていく。

△（一部達成）

B-⑥　④交通安全教育

大人向けに（高齢者を含む）、全住区
センター（子育てサロン含む）で交通
啓発活動を実施

希望のあった場合にのみ交通安全教
室等を実施としたため、指標の達成
には至らなかった。

さらなる周知と働きかけによ
り取組みを拡げていく。

資料１ 
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■足立区総合交通計画で令和元年度に事業指標が位置づけらている対象事業一覧

事　業　名 実績 達成状況

３回 ３回 ○
・事業性の調査・研究のため、メトロセブン促進協議会を３回開催。

(総会１回：令和元年７月２４日開催、幹事会２回：令和元年７月９日・令和２年
２月４日開催)

２回 ２回 ○
・メトロセブン促進協議会、区部周辺部環状公共交通都区連絡会において、答申で示
された課題解決を図るため、それぞれ調査委託を実施（令和２年３月実施）。

4回 ２回 △

・実現に向けた地域機運の醸成を図るため、イベント等でのＰＲ活動を２回実施。
(桜まつり、しょうぶまつり)

・令和元年度に４回予定していたイベントのうち、Ａフェスタは台風の接近、梅まつ
りは新型コロナウイルス感染拡大の影響によりそれぞれ開催中止。

１回 １回 ○
・沿線地域住民、議会及び行政が一丸となり、平成１０年から毎年、地下鉄８号線整
備促進大会を開催しており、令和元年度は第２２回目の開催。
　(令和元年11月23日開催：中川小学校体育館)

３回 １回 △

・沿線自治体との情報共有・交換を図るため、促進会議等の相互参加を実施。
(地下鉄８・１１号線促進連絡協議会課長会：令和元年６月４日開催）

・「地下鉄8号線建設促進並びに誘致期成同盟会」および「関係市区町村との会議」
については、新型コロナウイルス感染拡大の影響により開催中止。

4回 ２回 △

・実現に向けた地域機運の醸成を図るため、イベント等でのＰＲ活動を２回実施。
(桜まつり、しょうぶまつり)

・令和元年度に４回予定していたイベントのうち、Ａフェスタは台風の接近、梅まつ
りは新型コロナウイルス感染拡大の影響によりそれぞれ開催中止。

常磐
新線

５回 5回 ○
・総会（令和元年5月20日開催）、研修会（令和元年11月14日開催）、第１回幹
事会（令和元年11月14日開催）、意見交換会・勉強会(令和２年2月21日開催)、第
2回幹事会(令和２年2月21日開催)の計５回実施。

2編成
増備

2編成
増備 ○

・ロングシートの車両を2編成10両増備（令和2年3月）。

実施 実施 ○
・オフピーク通勤を促進するため、夏と冬の2回、時差Bizキャンペーンを実施。

2回以上 2回 ○
・鉄道事業者が実施する夏と冬のキャンペーンに合わせて、区のホームページで情報
発信を実施。

５編成
増備

5編成
増備 ○

・新型車両「TX-3000系」を5編成導入（令和2年3月）。

3本の
増便

３本の
増便 ○

・北千住駅における、朝ラッシュ時間帯１時間（7時29分から8時29分）の運行本
数を22本から25本に増便（令和2年3月）。

7編成
改修

4編成
改修 △

・未実施７編成について、令和元年度までに４編成の改修を完了。（車両の物損事故
に伴い改修スケジュールを修正）

事業着手 事業着手 ○
・8両編成化事業実施を決定(令和元年5月)
・8両編成化に対応するため、ホーム延伸工事を秋葉原駅、新御徒町駅で実施中。

実施 実施 ○
・朝ラッシュ時の混雑状況をHP等で提供する「混雑の見える化」を通年で実施した
一方、令和元年度にオフピーク通勤を促進するキャンペーンは未実施。

2回以上 ０回 ×
・オフピーク通勤を促進するキャンペーンは行われなかったため、情報発信は行わな
かった。今後、キャンペーンが行われた際には、オフピーク通勤についてＨＰ等で情
報発信を行っていく。

取組内容

①全ての座席がロングシート化された新型車
両を導入

②オフピーク通勤を促進するキャンペーンを
実施

③オフピーク通勤を促進するキャンペーンの
情報発信

①事業性等の調査・研究をメトロセブン促進協議会
（総会・幹事会等）で実施

②事業性等の調査・研究を区部周辺部環状公共交通
都区連絡会等で実施

③実現に向けた地域機運の醸成を図るため、イベン
ト等でのＰＲ活動を実施

実施事業
事業番号

分類

1
.

鉄
道

Ａ
『

公
共
交
通
施
策
』

①鉄道新線の整備促進
（メトロセブン）

A-1-①

①沿線地域住民、議会及び行政が一丸となる
ため、地下鉄８号線整備促進大会を開催

②地下鉄８号線沿線自治体と協調して取組を
行うため、他自治体の促進会議で情報共有・
交換を実施

④実現に向けた地域機運の醸成を図るため、
イベント等でのＰＲ活動を実施

自治体間の連携や鉄道事業者への要請等を沿
線都市連絡協議会で実施

①新型車両を導入

②朝ラッシュ時間帯１時間の運行本数を増便
（22本から25本）

③ボックスシートをロングシートに改修（未
実施７編成分）

④８両編成化事業を実施（現６両）

⑤オフピーク通勤を促進するキャンペーンを
実施

⑥オフピーク通勤を促進するキャンペーンに
ついて情報発信

③混雑緩和対策
（日暮里・舎人ライ
ナー、つくばエクスプレ
ス）

②鉄道の延伸促進
（地下鉄８号線、常磐新
線）

A-1-②

A-1-③

特記事項

地
下
鉄
８
号
線

Ｒ１年度
（実績）Ｒ１年度

（目標）

日
暮
里
・
舎
人
ラ
イ
ナ
ー

つ
く
ば
エ
ク
ス
プ
レ
ス

資料２
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■足立区総合交通計画で令和元年度に事業指標が位置づけらている対象事業一覧

事　業　名 実績 達成状況

取組内容
実施事業

事業番号

分類

特記事項

Ｒ１年度
（実績）Ｒ１年度

（目標）

資料２

竹
ノ
塚
駅

事業中 実施中 ○

・高架橋工事に必要なスペースを確保するため、上り急行線の西側への仮移設を実
施。
・工事の支障となっていた埋設物（鋼矢板）の除去を令和２年２月に全て完了。

北
千
住
駅

検討 検討実施 ○

・鉄道と道路の立体化に向けて、下水道幹線の移設や周辺道路への影響等の課題を抽
出し、事業化にむけて手法を検討した。

完了予定 完了 ○
・千代田線北千住駅３～４番線は令和元年６月に設置完了。
・千代田線綾瀬駅１～４番線は令和２年３月に設置完了。

検討 検討実施 ○
・河川管理者や鉄道事業者との協議に向けたバリアフリー化方策を検討する調査委託
に着手（調査期間令和元～２年度）。

運行ルート等
の検討

検討実施 ○

【文教大学関係】
・文教大学関連では、2021年度の大学開設に合わせたバス乗り入れに向け、バス事
業者と協力して、文教大学と竹ノ塚駅、文教大学と六町駅を結ぶバスルート案を検討
し交通管理者協議を実施。

【東京女子医大関係】
・東京女子医大関連では、2021年度の開院に合わせたバス乗り入れに向け、バス事
業者ごとにルート案の検討を実施。バス転回場の新設に関し、バス事業者と区で施設
計画案について協議を実施。

実施 実施 ○

・バスネットワークの強化に向け、新たな拠点開発の動向について情報収集を行うと
ともに、路線の新設や変更についてバス事業者の意向把握を実施。

②交通不便地域のバス路
線導入

A-2-② 運行計画の検討 検討実施 ○
・交通不便地域の解消に資するバス導入に向け、まず最初に検討する地区として「花
畑地区」を選定し、地域、交通事業者、行政等で構成する検討体制を構築するため、
「花畑周辺地域公共交通検討会準備会」を開催(令和元年１２月２５日)。

③バスのバリアフリー化 A-2-③
導入率
約80％

導入率
約92％ ○

・車両の更新等に合わせノンステップバスの導入を進め、区内を運行する事業者全体
での導入率は約92％。

ベンチ:15箇所
　点字:75箇所
(R１から３カ

年)

ベンチ:  5箇所
　点字:17箇所 ○

・誰もが利用しやすいバス停を整備するため、コミュニティバスはるかぜ路線につい
て、バス事業者と協力して利用状況等から設置箇所を選定し、ベンチ5箇所、点字
17箇所を新たに設置。

実施 実施 ○
・路線バスについて、バス事業者と協力して、広告付き上屋を１箇所を新たに設置
(花畑五丁目)。

①ユニバーサルデザイン
タクシーの導入

A-3-①
１万台導入
（都内）

11,240台
導入 ○

・タクシー事業者において、ユニバーサルデザインタクシーが順次進められ、
11,240台導入済み（令和元年度末時点）。
※区内におけるユニバーサルデザインタクシーの総台数：716台（令和元年度末時
点）

②配車アプリ活用等によ
るタクシーの利便性向上

A-3-② 導入 導入 ○
・誰もがタクシーを快適に利用できるように、タクシー事業者において配車アプリの
導入を進めており、東京タクシー協会会員269社で23,189台が導入済み（令和元
年度末時点）。

3
.

タ
ク
シ
ー

2
.

バ
ス

Ａ
『

公
共
交
通
施
策
』

⑤ホームドア設置等バリ
アフリー化

1
.

鉄
道

ノンステップバスを順次導入

①障がい者や高齢者等を含む全ての人が安全に安心
して鉄道車両に乗降できるようホームドアを設置
千代田線（北千住、綾瀬駅）

鉄道事業者と連携し、連続立体交差事業を実
施

鉄道と道路の立体交差化を引き続き検討

配車を実現できるようスマホ配車アプリを導入

ユニバーサルデザインタクシー（スロープ付）を導
入

「路線バス」のバス停に広告付上屋等を整備

「はるかぜ」のバス停にベンチや上屋、点字ブロッ
クを設置（駅や公共施設、病院等の施設周辺のバス
停に優先的に設置※）

④バス停の利用環境整備 A-2-④

④踏切解消
（竹ノ塚駅、北千住駅）

A-2-①
①拠点間バス路線等の維
持・強化

A-1-⑤

A-1-④

バスの検証運行実績等を基に、本格運行を実施

①新たなバス需要が見込まれる文教大学、東京女子
医大開設に合わせてバス路線の新設や再編を実施

②都市計画道路整備や新たな拠点開発などにあわせ
たバス路線再編等の実現のために、事業進捗に関す
る情報提供や路線変更の意向把握などバス事業者と
連携して検討

③堀切駅のバリアフリー化を進めるためにエレベー
ター設置を引き続き検討
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■足立区総合交通計画で令和元年度に事業指標が位置づけらている対象事業一覧

事　業　名 実績 達成状況

取組内容
実施事業

事業番号

分類

特記事項

Ｒ１年度
（実績）Ｒ１年度

（目標）

資料２

綾瀬駅周辺・竹ノ塚駅周辺 13,400ｍ 14,800ｍ ○
・自転車走行環境の整備にあたっては、地域（町会、商店会）や交通管理者と調整、
協議を行い、自転車ナビマークを14,800ｍ整備。

都市計画道路等
道路の整備に
合わせ実施

6,600ｍ ○
・都市計画道路の整備に合わせて、普通自転車専用通行帯を1,650ｍ、ナビマーク
を4,950ｍ整備した。

２箇所 ２箇所 ○
・環状七号線西新井陸橋下に西新井東自転車駐車場（５８５台）及び西新井西自転

車駐車場（４０３台）を整備。

２箇所 ０箇所 ×

・民間事業者から補助金に関する問合せは一定数あったが、新規申請には至らなかっ
たため、従来の補助対象地域7か所（北千住・綾瀬・北綾瀬・谷在家・西新井大師
西・江北・扇大橋）に、新たなに六町駅周辺も加えるなど補助金の活用促進方策を検
討。

③サイクルアンドバスラ
イドの普及啓発

B-③
手法
検討

検討実施 ○
・令和２年３月、神明南一丁目１番地内に新たに駐輪場を設置するとともに、地域と
連携して利用啓発を実施。

④自転車シェアリングの
拡充

B-④
手法検討

・
実証実験

実施 ○
・民間事業者と協定（令和２年１月２４日）を締結し、区営自転車駐車場や区立公園
等の一部のサイクルポート用地と、民間事業者のサイクルポートとの間でネットワー
クを形成し、シェアサイクル事業の実証実験を開始。

⑤放置自転車対策 B-⑤ 実施 実施 ○

・街頭指導員による駐車場への誘導や店舗への指導、放置自転車の撤去、交通管理者
と連携し自転車の施錠周知による盗難後の放置抑制を引き続き実施。
・放置自転車対策の一環である「自転車の無料引き取り」の実施場所を４か所追加。

170園 89園 △
・区内の全170園の幼稚園・保育園において、区より交通安全教室実施の募集を行
い、希望のあった89園の区内保育園・幼稚園にて実施。

69校 69校 ○
・区内小学校全69校において、小学三年生を対象とした、「自転車安全運転免許証
発行事業」による交通安全教室を実施。

15校 1５校 ○
・区内全区立中学校11校及び都立高等学校3校でスタントマンを活用した体験型交
通安全教室を実施。中学校1校は学校独自で実施。

114回 20回 △
・区内の全住区センター(子育てサロン含む)において、区より交通安全啓発活動の協
力を依頼し、希望のあった20の住区センターにおいて交通安全講話を実施。

補助258号
（六町一丁目地内

事業中 事業中 ○
・六町加平橋取付道路の整備工事を実施。

補助138号
（関原三丁目～梅田五丁目）

事業中 事業中 ○
・地権者交渉を着実に進め、補助138号線関連用地を取得完了。

主要区画道路②
（西新井栄町一丁目～二丁
目）

事業中 事業中 ○
・電線共同溝整備工事を実施。

区画街路14号
（西竹の塚二丁目）

事業中 事業中 ○
・竹ノ塚西口駅前広場を含む区画街路第１４号線の整備として、事業用地３件を取
得。
・都市基盤の整備として、区画街路第１４号線の下水道工事に着手。

竹ノ塚駅西口 事業中 事業中 ○
・竹ノ塚西口駅前広場を含む区画街路第１４号線の整備として、事業用地３件を取
得。

竹ノ塚駅東口
西新井駅西口
北綾瀬駅

事業化
検討

検討実施 ○

・北綾瀬駅については、交通広場の基本設計を実施。
・竹ノ塚駅東口について、ＵＲや東武鉄道等の関係機関と、駅東西が一体となったま
ちづくりの検討を実施。
・西新井駅西口について、鉄道事業者と区で、駅舎と交通広場の接続等に関する協議
を計9回実施。また、「西新井駅西口における連絡通路の昇降機整備にむけた確認
書」締結に向けて、鉄道事業者と調整を行った。

Ｃ
『

交
通
基
盤
整
備
施
策
』

Ｂ
『

自
転
車
施
策
』

自転車専用通行帯、
ナビライン、ナビ
マーク等の整備

街頭指導員による駐車場への誘導や店舗への指導、
放置自転車の撤去、自転車の施錠周知による盗難後
の放置抑制を引き続き実施

シェアサイクルを導入

サイクルアンドバスライドに関する情報を発信

「足立区民営自転車等駐車場設置補助金」制度を活
用した民営自転車駐車場の新設

自転車の利用状況や民間自転車駐車場の設置状況を
勘案して、区営の自転車駐車場の新設・改修

①自転車走行環境整備 B-①

駅前広場の整備

都市計画道路等の整
備

①幼稚園・保育園で正しい道路の歩き方等を学んで
もらうため、交通安全教室を実施

②小学校において、小学三年生を対象とし、「自転
車安全運転免許証発行事業」による交通安全教室を
実施

③中・高等学校でスタントマンを活用した体験型交
通安全教室を実施

④大人向けに（高齢者を含む）、全住区センター
（子育てサロン含む）で交通啓発活動を実施

B-②②自転車駐車場の整備

⑥交通安全教育 B-⑥

C-①①都市計画道路等の整備

C-②②駅前広場の整備
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■足立区総合交通計画で令和元年度に事業指標が位置づけらている対象事業一覧

事　業　名 実績 達成状況

取組内容
実施事業

事業番号

分類

特記事項

Ｒ１年度
（実績）Ｒ１年度

（目標）

資料２

①モビリティ・マネジメ
ントの実施

D-①
手法の
検討

検討実施 ○

・公共交通の更なる利用促進を図るために、利用者に対し正しく交通情報を伝え、公
共交通の理解を促すことを目的として、各社、自社のホームページの改修、外部の交
通情報検索サイトとの連携、刊行誌の発行、SNSを使った情報発信に取り組んだ。

導入
検討

検討実施 ○
・利用者の利便性やサービス向上を図るため、未導入の事業者で導入検討を進め、１
事業者で新たに導入済み。

導入
検討

検討実施 ○
・各社乗継割引の導入検討を実施。一部の事業者については、検討の結果、費用対効
果の面から現在のところ導入が難しい状況である。

導入
検討

検討実施 ○
・利用者の利便性やサービス向上を図るため、未導入の事業者で導入検討を進め、1
事業者で新たに導入済み。

整備
箇所の
検討

検討実施 ○
・バスロケーションシステムの整備箇所について、バス事業者と連携し、バス停の立
地や利用状況などを踏まえ、整備箇所の検討を実施。

Ｄ
『

公
共
交
通
利
用
促
進
施
策
』

②バス停におけるバスロケーションシステムの設置
（主要駅や公共施設周辺等のバス停）

①インターネット上における位置情報の提供

②乗継割引の導入

①ＩＣカード定期券の導入

公共交通情報の提供等の利用促進啓発活動の実施

③バス位置情報の提供 D-③

②バス利用者へのサービ
ス向上

D-②
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交通網・都市基盤整備調査特別委員会報告資料 

令和３年４月２１日 

件   名 【追加】花畑周辺地域のバス検証運行事業に関する協定書の締結について 

所管部課名 都市建設部交通対策課 

内   容 

バス検証運行について、下記のとおり協定を締結したので報告する。 

 

１ 協定名 

  花畑周辺地域バス検証運行事業に関する協定書 

 

２ 協定締結の目的 

花畑周辺地域における交通不便地域の解消に資するバス路線の本格運

行に向けた検証運行事業にあたり、足立区及び東武バスセントラル株式

会社が共同事業としてこれを行うために必要な事項を定める。 

 

３ 協定の主な内容 

（１）検証運行の期間について 

  ア 検証運行期間は運行開始日から原則１年間。 

  イ 半年ごとの収支率が２４％以上であるかを検証の基準とする。 

  ウ １年後、収支率が２４％以上の場合、本格運行へ移行決定する。 

  エ １年後、基準以下場合は、最長１年間検証運行を継続する。 

（２）運行の収支と区の負担金について 

  ア 運行収入が、運行経費に満たないと認める場合、差額を予算の範

囲内で足立区が負担し限度額は１２４,８４０,０００円 ※とする。 

（３）運行車両について 

  ア 東武バスセントラル株式会社は、本事業で使用する車両を購入し、

本事業が中止となった場合、車両を売却する。 

  イ 売却時、購入額から減価償却相当費及び車両売却額を差し引いた

不足分は足立区が負担する。 

 

４ 協定締結日 

  令和３年４月８日（木） 

 

５ 協定締結者 

  甲 足立区 

  乙 東武バスセントラル株式会社 
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６ 今後の予定 

年 月 主 な 内 容 

令和 3年 5月 運行計画の確定 

6月 
地域公共交通会議の開催、交通管理者との協議、

バス停整備 

7月 国土交通省への事業認可申請（審査期間 2か月） 

10月 10月 1日検証運行（社会実験）開始 

※ 区負担限度額の算定根拠

項 目 必 要 経 費 備 考 

運行経費 

（年あたり） 

（Ａ） 

103,800（千円） 

634.34 円/km×7km×64 本

×365日 

※車両償却費除く

車両償却費 

（Ｂ） 
21,040（千円） 

事業者による車両購入費 

＝26,300(千円/1 台)×4 台

＝105,200(千円) 

車両償却費は、減価償却 

(5か年分割)とし、 

105,200(千円)÷5 

＝21,040(千円/1年) 

区負担限度額 

（Ａ＋Ｂ） 
124,840（千円） 

区の負担額が最大となる収

入額が 0 円の場合を協定書

の区負担額に設定 

問 題 点 

今後の方針 

令和３年１０月１日の検証運行の開始に向け、事業者との調整を進めて

いく。 
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（役割分担） 

第４条 甲は、本事業の実施に伴い、必要に応じて乙と協議の上、次に掲げる事項を

実施する。 

 （１） バス運行に関する区報、ホームページ、ＳＮＳ等広報媒体による周知活動 

 （２） 利用促進のための実態調査等 

 （３） 前２号に掲げるもののほか、利用者等の安全性及び利便性を高めるため、

甲が必要であると認めた事項 

２ 乙は、前項に掲げる甲の分担に係る事項を除き、バス運行に必要な事項を乙の負

担により実施する。 

 

（秘密保持） 

第５条 乙は、本事業の遂行により知り得た相手方の業務上の一切の情報を、相手方

の事前の書面による承諾を得ないで第三者に開示又は漏洩してはならず、本契約の

遂行のためにのみ使用するものとし、他の目的に使用してはならないものとする。 

２ 前項の規定は、次のいずれかに該当する情報については、適用しない。 

 （１）開示を受けた際、既に乙が保有していた情報 

 （２）開示を受けた際、既に公知となっている情報 

 （３）開示を受けた後、自己の責めによらずに公知となった情報 

 

 （バス停留所設置等に伴う附帯工事費用の負担） 

第６条 バス停留所は原則として別紙２の運行経路上の乙の既存バス路線のものを

使用する。ただし、新規バス停留所については、この限りでない。 

２ 運行開始前に行うバス停留所の設置に伴う附帯工事に係る費用については、甲が

負担するものとする。 

３ 運行開始後に行うバス停留所の設置、変更、廃止、補修等に伴う附帯工事に係る

費用は、甲が負担するものとする。ただし、乙の理由によるバス停留所変更等に伴

う整備に係る費用については、甲乙協議の上負担者を決定する。 

４ バス運行期間中に行う全てのバス停留所の維持管理は、乙が行い、その費用は、

甲が負担する。 

 

 （バス運行の報告） 

第７条 乙は、バス運行の中止又は大幅な遅れが生じたときは、速やかに甲に報告す

る。 

２ 乙は、車両故障又は交通規制等のやむを得ない事由がある場合、一時的に運行計

画を変更することができる。ただし、乙はこれを直ちに甲に報告する。 
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 （事故責任及び報告義務） 

第８条 バス運行に関し発生した事故は、乙の責任と費用負担で処理するものとする。

ただし、事故に伴う乙の経費負担は、原則として次条第４項第２号の経費に含まな

いものとする。 

２ バス運行に関する保険は、乙が加入する。 

３ 乙は、バス運行に際し事故が発生したときは、直ちに適切な措置を講ずるととも

に、速やかに甲に状況を報告するものとする。 

 

 （実績報告等） 

第９条 乙は、協定期間において、各期の実績について、各期終了後１５日を経過す

る日（当該日が土休日の場合は、翌開庁日とする。）までに、実績報告書を作成し、

甲に提出しなければならない。 

２ 前項の他、乙は、運行開始日から１年間（２期通算）の実績報告を作成し、甲に

提出しなければならない。 

３ 前２項は、第３条第２項に基づきバス運行期間を更新する場合においても、同様

とする。 

４ 第１項及び第２項の実績報告には、次に掲げる項目を盛り込まなければならない。 

（１） バスの運賃利用者数 

（２） 運送費、人件費及びその他の経費（以下「運行経費」という。） 

（３） 運賃収入及び運賃外収入（以下「運行収入」という。） 

（４） 前各号に掲げるもののほか、甲が指示する事項 

５ 乙は、第１項及び第２項の実績報告のほか、各月の利用者数について翌月１５日

（１５日が土休日の場合は、翌開庁日とする。）までに、甲に報告しなければならな

い。 

６ 乙は、甲が求めた場合、本事業の遂行状況その他の本事業の遂行に必要な情報を

提供しなければならない。 

 

 （運行の収支及び負担金） 

第１０条 運行経費は、乙が支出し、運行収入は、乙の収入とする。 

２ 第３条の規定による期間における運行収入が、運行経費に満たないと甲が認める

ときは、甲はその差額を予算の範囲内で負担する（以下「負担金」という。）。 

３ 負担金の限度額は、第３条第１項の期間においては金１２４，８４０，０００円

とする。ただし、第３条第２項の規定に基づき運行を継続する場合、または第２条

の運行計画書に変更がある場合は、甲乙協議の上、新たに負担限度額を定める。 
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（バス運行に係る負担金の支払い） 

第１１条 乙は、第９条第２項で定める実績報告を添付の上、甲に完了届を提出し、

甲の検査を受けなければならない。なお、実績報告には、根拠となる資料を添付す

ること。 

２ 甲は、前項の規定により乙から完了届の提出があったときは、その日から起算し

て土休日を除き、１０日以内に精査するものとする。 

３ 甲は、前項の規定による精査が終了し、第１０条第２項及び第３項の規定に基づ

き負担金を支出するときは、乙による請求書の届出後、速やかに支払うものとする。 

 

 （運行車両） 

第１２条 乙は、バス運行に使用する車両を用意し、善良な管理者の注意をもって管

理の上、維持管理を行う。 

２ 車両は、本事業のほかに使用してはならない。 

 

 （運行計画の見直し及び運行の中止） 

第１３条 第３条に規定する外、甲及び乙は、必要に応じて運行計画の見直しや運行

の中止を検討するものとする。なお、運行計画の見直しや運行の中止に際しては、

甲及び乙が協働して別紙２の運行経路の沿線に住む地域住民へ周知説明を行った

上で実施するものとする。 

２ 乙が本事業で使用する車両を新規購入し、本事業が中止となった場合には、中止

後に車両を売却する。この場合、車両の新規購入から売却時までに定額法の償却率

にて算出された減価償却相当費及び車両売却額を車両の購入額から差し引いた結

果、不足分が生じたときは、甲が当該不足分を負担する。なお、手続き等について

は、甲乙協議の上、別途定めるものとする。 
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 （協定の解除） 

第１４条 甲は、次の各号のいずれかに該当するときは、協定を解除することができ

る。 

（１） 乙の責に帰すべき事由により、バス運行の見込みがないと認められたとき。 

 （２） 乙が本協定の履行に当たり、不正な行為をしたとき。 

 （３） 甲が認める正当な理由に基づき、乙が４月前までに書面により協定の解除

を申し出たとき。 

（４） 支払停止若しくは支払不能の状態に陥ったとき若しくは手形交換所から警

告若しくは不渡り処分を受けたとき又は電子記録債権が支払不能となった

とき。 

（５） 信用資力の著しい低下があったとき又は信用資力に影響を及ぼす営業上の

重要な変更があったとき。 

（６） 第三者より差押え、仮差押え、仮処分、その他強制執行又は競売の申立て若

しくは公租公課の滞納処分を受けたとき。 

（７）破産手続開始、民事再生手続開始又は会社更生手続開始の申立てを受けたと

き。 

（８） 解散、会社分割、事業譲渡又は合併の決議をしたとき。 

（９） 株主構成、役員等の変動等により会社の実質的支配関係が変化し、従前の会

社との同一性がなくなったとき。 

（10） 監督官庁から営業の取消し、停止等の処分を受けたとき。 

（11） 代表者が刑事上の訴追を受けたとき又はその所在が不明となったとき。 

 （12） その他、乙が本事業を継続できないと甲が判断したとき。 

２ 前項及び第１６条第２項に定めるもののほか、甲は、前条第１項の規定に基づき

本事業を中止するときは、本協定を解除することができる。この場合において、甲

は、協定の解除の日の４月前までに書面により乙に通知するものとする。 
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（反社会的勢力の排除） 

第１５条 乙は、甲に対し、次の各号の事項を確約する。  

（１） 自己又は自己の役員が暴力団、暴力団関係、暴力団関係企業、総会屋若し 

くはこれに準ずる者又はその構成員（以下総称して「反社会的勢力」という。）に 

該当しないこと、及び次の各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ将来 

にわたっても該当しないことを相互に確約する。 

   ① 反社会的勢力に自己の名義を利用させること 

   ② 反社会的勢力が経営を実質的に支配していると認められる関係を有する 

    こと 

２ 甲は、乙が前項のいずれかに該当したときは、乙に対し何らの催告を要せずして、

本協定を解除することができる。 

３ 前項により本協定が解除された場合には、乙は甲に対して、甲の被った損害を賠

償する。 

４ 第２項により本協定が解除された場合には、乙は、解除により生じる損害につい

て、甲に対し一切の請求を行わない。 

 

 （有効期間及び残存条項） 

第１６条 本協定の有効期間は、協定締結日から、運行開始日の１年後までとする。

ただし、第３条第２項の規定により運行を継続する場合は、その期間に応じて有効

期間を延長する。 

２ 前項ただし書きの場合において、該当する期間の甲の予算措置が成立しなかった

場合は、本協定を解除するものとする。 
３ 本条により本協定が終了した場合、又は前項、第１４条により本協定が解除され

た場合でも、第５条、第１５条及び第１８条は有効に存続する。 

  

（その他） 

第１７条 本協定に定めのない事項又は疑義が生じた事項については、甲乙誠意をも

って協議し、決定するものとする。 

 

（合意管轄裁判所） 
第１８条 本契約に係る一切の紛争については、東京地方裁判所を第一審の専属的合

意管轄裁判所とする。 
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運行計画書 

項目 内容 

事業名 花畑周辺地域バス検証運行事業 

運行期間 令和３年１０月１日から令和４年９月３０日まで（予定） 

系統番号  

起点 六町駅 

終点 花畑桑袋団地 

営業距離 ６．６キロ 

運行頻度 １時間あたり２本程度 

運行時間 ６時～２１時の間で調整 

運行内容 

車両台数 ４台（内、予備車両１台） 

年間走行距離 キロ 

運転士数 ５人 

営業所 
名称 東武バスセントラル株式会社  営業所 

住所 東京都足立区 

経路・停留所 別紙２のとおり 

運賃 

普通運賃（現金・ＩＣカード共通、消費税含む） 

・ 12 歳以上（中学生以上）の者 … 220 円 

・ ６歳以上 12 歳未満（小学生）の子ども及び１人で乗車する

１歳以上６歳未満の子ども … 110 円 

・ ６歳以上が同伴する１歳以上６歳未満の子ども２人まで及び

１歳未満の子ども … 無賃 

その他 

・ 障害者手帳を所持する者及びその介護人は、普通運賃の半額

（10 円未満の端数が出た場合は切り上げる。）とする。 

・ 乙が発売する各種定期券・乗車券について、乙の運行する足

立区内一般路線バスと同様の適用を受けるものとする。 

・ 東京都シルバーパスの適用路線ではないが、有効期限内の東

京都シルバーパスを提示した利用客は、無賃で乗車できるも

のとする。 

 

別紙１（第２条関係） 
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運行経路 

別紙２（第６条、第１３条関係） 
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交通網・都市基盤整備調査特別委員会報告資料 

令和３年４月２１日 

件   名 竹ノ塚駅付近鉄道高架化の取組み状況について 

所管部課名 鉄道立体推進室竹の塚整備推進課 鉄道関連事業担当課 

内   容 

竹ノ塚駅付近鉄道高架化の取組み状況について、以下のとおり報告する。 

１ 東武鉄道との施行協定に基づく、令和３年度の事業内容・事業費の協

議について 

 協議日 
事業費 

（千円） 
内 容 

当初 令和 3年 4月 1日 7,072,110 
高架橋工事、軌道工事、 

駅舎工事 等 

２ 下り緩行線高架橋の桁架設工事に伴う交通規制について 

（１）規制内容 

第３７号踏切（赤山街道）における、車両及び歩行者の通行止め 

（２）実施日時 

令和３年６月１４日（月）、２１日（月）、２４日（木）の延べ 

３日 

※ 夜間のみ午後１１時～翌午前６時 

（３）周知方法 

お知らせ看板、あだち広報（６月１０日号）及び区ホームページ等

で周知する。 

【参考】緩行線桁架設工事の状況（令和３年２月６日実施） 

  
▲第 37号踏切 東側から撮影   ▲第 37号踏切 西側から撮影 

問 題 点 

今後の方針 
 着実な事業の進捗に向けて、国庫補助金等の財源確保に努める。 
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